
１２．これまでの都市の成り立ちと集約型都市構造の必要性

(1)かつての市街地

中心部に基幹的市街地。郊外は低密で分散

(2)求めるべき市街地像

コンパクトで拠点市街地を結合した形成

全面的な市街化
低密度の低い市街地が広がった状況

【各都市に見られる市街化の傾向】

全体的な市街化の進行過程

現在の
市街化
の傾向

【低密度市街地が拡大した結果】

２．今後目指す社会と道路政策の関わり
(1)少子高齢化が進む社会においても活力ある国民生活の創造

•戦後、各都市における市街化は公共交通沿線に沿い発展

•これまでモータリゼーションの進展とともに低密度の市街地として拡張
•少子高齢化社会に対応したコンパクトな集約型都市構造を目指すことが必要



１３．東アジアの台頭、地方レベルの国際交流の拡大

【東アジア域内の貿易構造の変化】

出典 ：国際貿易統計データベースをもとに作成

注1 ）NIES（台湾を除く）：韓国、香港、シンガポール
注2）ASEAN4：インドネシア、フィリピン、マレーシア、タイ
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（出典）財務省貿易統計をもとに国土交通省国土計画局作成
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２．今後目指す社会と道路政策の関わり
(2) 東アジアの経済成長を活かした国際競争力の強化

•中国をはじめとする東アジア経済との関係強化、相対的な競争力の強化は喫緊の課題
•近年、大都市圏－海外の国際関係のみならず、日本海側など地方－アジア関係が進展

出展：港湾局計画課調べ
平成16年は速報値



S63 大分空港 滑走路3000m供用

H7 国道１０号バイパス北大道路開通

大分～北九州 1時間50分

H8 大分道全線開通

大分～福岡 ２時間

H8 大分港コンテナターミナル供用

H13 東九州道（大分～津久見）開通

H14 大分空港道路全線開通

日出バイパスを介し高速ネットに接続

H12 サッポロビール

新九州工場（日田市）

H16 ㈱東芝大分工場
300mmウェハー製造棟新設（大分市）

H16 ダイハツ車体大分工場（中津市）

H17 大分キャノン㈱

大分事業所（大分市）

H10 大分キャノンマテリアル㈱

（杵築市）

「地方に行けば日本で十分に産業が成り立つのですが、問題は

地方に行くほど人がいないということです。道路網があれば人は

集められるが、それがないと一極集中で地方は過疎になり、集

中したところはコストが高いから産業が空洞化する。」
（御手洗冨士夫 キャノン株式会社社長、大分合同新聞H17.1.1）

H19 大分キャノンマテリアル㈱

大分新工場（大分市）操業開始予定

ダイハツ工業車体大分工場

大分キヤノン㈱

大分キヤノンマテリアル㈱

新日鐵大分製鉄所

住友化学㈱大分工場

㈱東芝大分工場

大分キヤノン㈱
大分事業所

パナソニック㈱大分事業所

サッポロビール㈱新九州工場 太平洋セメント㈱津久見工場

太平洋セメント㈱佐伯工場

大 分 道

東
九

州
道

北
大

道
路

日出バイパス
大分空港道路

大分キヤノン
マテリアル㈱新工場

１４．地方における企業立地（例）～交通ネットワークで地域の人材を活用

２．今後目指す社会と道路政策の関わり
(2) 東アジアの経済成長を活かした経済競争力の強化

着実な交通基盤整備の進展に伴い、大分県に多数の著名企業が立地



１５．安全・安心な暮らしへのニーズの高まり

根室沖 （M7.9）
３０～４０％

宮城県沖（M7.5 ）
９９％

三陸沖～房総沖

津波型（M8.2）
２０％

東海 （M8.0）
８６％

東南海 （M8.1）
６０％南海 （M8.4 ）

５０％

（M6.7～7.4）
４０％

南関東直下
（M6.7～7.2）

７０％

Ｈ１７．３ 福岡県西方沖 （Ｍ７．０）

Ｈ７．１ 兵庫県南部地震
（Ｍ７．３）

Ｈ１６．１０ 新潟県中越地震
（Ｍ６．８）

Ｈ１５．７ 宮城県北部地震
（Ｍ６．４）

Ｈ１５．９ 十勝沖地震（Ｍ
８．０）

安芸灘
～豊後水道

３０年以内の大規模地震
（特に発生確率の高いもの）

３０年以内の大規模地震
（その他）

近年の大規模地震

・近年の大規模地震については、気象庁発表値
・今後３０年以内の大規模地震の発生確率・規模については、

海溝型地震の長期評価(2005年1月1日算定値、平成17年4月13日現在 地震調査研究推進本部発表）

出典 ：

台風１５号

台風１１号

台風１６号

台風２１号

台風２２号

台風２３号

台風１０号

（死者等１７名）

（死者等２７名）
（死者等５名）

（死者等９８名）

（死者等３名）

台風６号
（死者等8名）

台風１４号

台風7号

台風１１号

台風４号

(死者等29名)

【最近発生した大規模地震と 想定されている大規模地震】 【Ｈ１６～１７年度に上陸した台風と人的被害】

国土交通省道路局作成

台風の上陸数
・平年(1971～2000年) 2.6個/年
・H16年度 10個
・H17年度 3個

凡例

今年度上陸した台風
昨年度上陸した台風

凡例

H17年度上陸台風
H16年度上陸台風

２．今後目指す社会と道路政策の関わり
(3) 安全で安心のある社会の実現

•近年頻発する台風や、予期される大地震に対して、危機感が高まっている



【交通事故による死傷事故件数の国際比較】

出典：日本：交通統計平成15年版

アメリカ：Transport Safety fact 2003

イギリス：Road Accidents Great Britain（～1994年）、Road Casualties in Great 
Britain 2003（1995年～）、Transport Statistics Great Britain

ドイツ：Verkehr in Zahlen 2003/2004
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・第７次交通安全基本計画（平成１３～１７年度）では、政府目標として交通事故死者数８，４６６人※

以下を掲げていたが、平成１７年の死者数は６，８７１人となり目標を達成

・しかしながら、約１１６万人が交通事故で死傷。これは国民の約１００人に１人が１年間に死傷する
ことに相当 ※交通安全対策基本法施行後最低であった昭和５４年の死者数

•単位走行台キロあたりの死傷者事故件数で見ても、欧米諸国と比較して、かなり高いレベル

１６．交通事故の状況

【交通事故死者数と死傷者数の推移】

※出典：警察庁発表資料
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２．今後目指す社会と道路政策の関わり
(3) 安全で安心のある社会の実現



１７．自動車交通によるＣＯ２排出と京都議定書の目標達成計画
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出典：温室効果ガ スインベントリオ フィス（GIO）資料より作成
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CO2総排出量のうち、運輸部門の排出量は21%、その約９割が自動車
からの排出量

京都議定書の目標達成のためには、2010年までに、道路施策により約
800万ｔ-CO2/年の削減が必要

210

220

230

240

250

260

270

280

1990 1995 1997 2000 20102003 2012

CO2排出量
【百万t-CO2/年】

2005
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257百万t-CO2/年

道路政策により削減　（約800万t-CO2/年）

その他の政策による削減

2010年までの走行量の増加により

増加が見込まれるCO2排出量

京都議定書目標達成計画の目標値

運輸部門では自動車
からの排出量が約9割

目標達成まで
の期間

２．今後目指す社会と道路政策の関わり
(4) 地球環境問題への積極的対応

•京都議定書の目標を達成するためには、2010年までに、より効率的な自動車交通を実現する道路政

策の推進が必要不可欠

関心がある,
48.2%

ある程度関心
がある, 38.9%

あまり関心が

ない, 9.7%

全く関心がな

い, 2.2%

わからない,

1.0%

平成１７年７ 月内閣府「地球温暖化対策に関する世論調査」

Ｑ　あなたは、地球の温暖化、オゾン層の破壊、熱帯林の減少などの

地球環境問題に関心がありますか。それとも関心がありませんか。

【地球環境問題に対する関心】



１８．我が国の高齢化ストックの増加と米国の経験

３．道路行政に求める改革のポイント
(1)高齢化する道路ストックに対応した戦略的道路管理

【1980年代の「荒廃するアメリカ」の状況】

【未だ「荒廃するアメリカ」を克服できない現状】

【日本でも厳しい条件下では損傷が増加】

・ウエストサイドハイウェイは、６車線の高架道路が走る「自動車王国アメリカ」
を象徴する存在だったが、老朽化が進んだため、高架道路が解体された。

・2005年12月28日に、建設後45年経過した州際道路上の跨道橋が崩壊。

I-70のあるペンシルバニア州

【I-70 コンクリート跨道橋崩壊の状況】

出典：（社）国際建設技術協会出典：国土交通省

蛇渕橋（国道９号 兵庫県）
橋 長：１３７ｍ
架設年：昭和４１年

香町橋（主要地方道 岡山県）
橋 長：２０ｍ
架設年：昭和４８年

コウマチバシジャブチバシ

老朽化により解体

（ 1977年～1989年）

完成当時の様子

（ 1927年～1931年に建設）8,900
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約約 ３倍３倍

国道

地方道

6

5

4

3

2

1

0

(万橋)

※ 対象：15ｍ以上の橋梁 約14万橋
（1996） （2006） （2016）

現状10年前 10年後 20年後

道路施設現況調査
「橋梁現況調査」

H16.4.1現在調べ

基準年:2006年
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出典：国土交通省資料

【建設後50年以上の橋梁数（一般道路）】

•建設後50年を超える老朽橋梁が、今後10年で３倍、20年で７倍以上に増加

•米国が経験した「荒廃するアメリカ」の状況に陥らないよう、戦略的な道路管理が必要

約７倍



※観測地点：
国道19号…中津川市（旧山口

村）
中 央 道…園原IC～中津川IC

国道19号における交通事故による
通行止め件数および通行止め時間

通行止を伴う事故発生件数
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※集計データ：一般道路の交通事故による通行止めデータ（飯田国道事
務所）
※集計期間：H14～H16とH17の各年上半期（1月～6月）の平均

時間帯別交通量（大型車）の変化

新聞記事

国道19号
（木曽山口）

中央道
（園原～中津川）

中津川IC

園原IC

調査箇所

中日新聞
（平成17年12月15日）

１９号の利用割
合が３.５ポイ
ント低下

大型車断面交通量（平日夜間、22：00～6：00）

6,167 6,530

3,145 2,840

9,3709,312

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

Ｈ16.5～Ｈ16.10 Ｈ17.5 ～Ｈ17.10

断
面

交
通
量
（

台
／

日
）

30.3％33.8％

66.2％ 69.7 ％

国道19号 国道19号

中央道 中央道 ２５％減

１９．料金割引の効果事例～高速道路への交通の転換で交通事故が減少

・夜間時間帯(２２～６時)の一般道（国道１９号）の大型交通量が減少（分担率が３．５ポイント低下）
・一般道路の交通事故による通行止め（上半期：６ヶ月）が２件減少、通行止め時間も約２５％（１１時間
３７分／半年）減少

３．道路行政に求める改革のポイント
(2) 既存ストックの徹底的な利活用



2003年2月17日開始時期

平日の午前７時から午後６時３０分

（祝祭日は除く）
課金時間帯

・公共交通機関の改善と運賃引下げ

・歩行者、自転車利用者のための環境整備

等

課金収入

の使途

・事前又は当日に入域許可証を購入

・入域許可証は、商店のほか、郵便、電話、
インターネット、携帯電話のメール等で販売。

課金徴収

方法

全車種一律 一日 £８ （約1,600円）課金額

対象地域内を走行又は駐車している車両

（エリア・プライシング方式）
課金対象

セントラルロンドン

（Inner Ring Road の内側：面積22㎞2）
対象区域

交通環境改善

（渋滞緩和・環境改善等の諸施策を含む）
目的

内 容項 目

セントラルロンドン ［２２k㎡］

２０．規制による機能改善の例～ロンドンのロードプライシング～

【主な効果】
• 区域内の渋滞（平均-ピーク時） 30%減少
• 課金区域内の平均速度

14.1km/h→約17km/h（約2割増）
• 課金区域内交通量（台km）

12%減（課金対象車両は25%減、バス・タク
シーは増加）

• バス乗客数 流入37%増、流出29%増
• 人身事故件数 約15%減少
• 排気量（推計）

NOx・PM約12%減少、CO2約19%減少

３．道路行政に求める改革のポイント
(2) 既存ストックの徹底的な利活用



○新幹線をまたぐ橋梁（跨線橋）の耐震補強

新幹線や高速道路をまたぐ道路の橋梁は、大規模地震
で落橋・倒壊した場合、甚大な二次的被害を招くおそれ。

新潟県中越地震においては、耐震補強を実施した橋梁の被害は
軽微であり、迅速に復旧。

新潟県中越地震（震度７）／長岡市十日町

橋脚部が被災
橋脚補強により
橋脚の被災なし
※鋼板巻き立て工法

○緊急輸送道路の橋梁の耐震補強

兵庫県南部地震（震度７）／神戸市東灘区

写真．耐震補強（橋脚）の効果事例
写真 東海道新幹線をまたぐ橋梁

・新幹線をまたぐ橋梁に倒壊等が発生した場合、約1,500人の命を運ぶ
新幹線と衝突すれば、その被害は極めて甚大。

・１日約４０万人（東海道新幹線）の乗客の足にも多大な影響。

２１．道路の震災対策：道路橋の耐震補強の方針

写真 耐震補強（橋脚）の効果事例

表．緊急輸送道路の橋梁の耐震補強の実施率※

表．新幹線をまたぐ橋梁の耐震補強の実施率

→H1７～19の３箇年プログラムにより重点実施
優先的に耐震補強が必要な橋梁については、H19迄に、

高速道路、直轄国道は概ね完了、都道府県管理道路は
「優先確保ルート」を選定して概ね完了を目指す

→H17～19の３箇年プログラムにより
重点実施

概ね完了を目指す

※緊急輸送道路の橋梁
のうち、昭和５５年より前
の道路橋示方書を適用し
た橋梁等で特に優先的に
耐震補強を実施する必要
のある橋梁に対する実施
率を示す。
また、耐震補強の実施

については、橋梁等の主
要部分に対して緊急的に
行う対策を含む。

一般道路高速道路

約１０割

首都
高速道路

約９割

高速自動
車国道

約６割

本州四国
連絡道路

約１０割

阪神
高速道路

約５割約５割

都道府県
管理道路

直轄国道

約３割約３割約６割

市町村

道

都道府県

管理道路
直轄国道

→その他の橋梁については引き続き耐震補強を行う必要あり。

４．施策展開における主な論点
(1) 安全で安心できる暮らしの実現

•兵庫県南部地震以降、道路橋の耐震補強を推進し、新潟県中越地震においては甚大な被災なし
•未対策の橋梁については重要なものから重点的に対策を実施



２２．交通安全（１）：通学路の整備方針

４．施策展開における主な論点
(1) 安全で安心できる暮らしの実現

•学童の交通量の多い通学路※の歩道等の整備率は約４６％と未だ道半ばであり、重点的な整備を
推進
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※通学路の整備率は学童通行量が１００人 /日以上の通学路のもの
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※通学路の整備率は学童通行量が１００人 /日以上の通学路のもの
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【歩道有無の比較による歩道設置効果】
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２車線 ４車線

※対面背面通行中・交通量10,000台以上・市街地を対象
（出典：H11センサス、H12～15交通事故統合データ）

歩道なし 歩道あり

（78.5%減）

（88.4%減）

２車線

【地域の実情に即した工夫事例】

＜路側帯拡幅＞ ＜ボラード＞

※出典：「生活道路事故防止対策マニュアル（警察庁 H17.11）」より抜粋

※「交通安全施設等整備事業の推進に関する法律」に基づき指定された通学路（児童又は幼児が
小学校若しくは幼稚園又は保育所に通うため一日つきおおむね四十人以上通行する道路の区間）

【道路種別別の歩道整備率（H16)】

【学童の通行料の多い通学路の歩道等の整備率（H14)】



•幹線道路では、死傷事故率が特に高い箇所等で集中的に対策を実施

２３．交通安全（２）：幹線道路の対策方針

４．施策展開における主な論点
(1) 安全で安心できる暮らしの実現

【幹線道路での事故対策】

7万4千件
53%

1万1千km

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

道路延長

死傷事故件数

17万8千km

14万件

幹線道路の事故は６％の区間に５３％の事故が集中

幹線道路の単路部における道路延長と

死傷事故件数の関係（ H8～H10）

事故対策の事例～熊本県熊本市迎町2丁目交差点(国道3号)～

交通島の設置、横断歩道・停止線の移設 (交差点のコンパクト化 ）

カラー舗装による走行車線の明確化

道路照明の増設による夜間視認性の向上

右折時事故が 6割削減

左折時事故が 8割削減

夜間の事故が 9割削減

対策前 対策後

①対策内容

②整備効果
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